
平成 21年 6月 5日
各      位

会 社 名  東邦化学工業株式会社
代表者名  代表取締役社長  中崎 龍雄
（コード番号  4409   東証第 2 部）
問合せ先  経理部長　井上 豊 
（TEL．   03 － 5550 － 3735   ）

記

【訂正箇所】

（1） 32ページ 税効果会計関係

（2） 48ページ 損益計算書関係

（訂正）「平成21年3月期　決算短信」の一部訂正について

　平成21年5月15日に公表いたしました「平成21年3月期　決算短信」の記載内容につきまして、下記の

とおり訂正事項が発生しましたのでお知らせいたします。

　なお、訂正箇所は下線　　　　を付して表示しております。
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【訂正箇所（1）32ページ】
 ≪訂正前≫
（税効果会計関係）

1 1

繰延税金資産（流動資産） 繰延税金資産（流動資産）

賞与引当金繰入限度超過額 146 百万円 賞与引当金繰入限度超過額 68 百万円

たな卸資産評価損 52 〃 たな卸資産評価損 323 〃
未払事業税 13 〃 未払事業税 5 〃
その他 44 〃 その他 24 〃

繰延税金資産（流動資産）計 256 〃 小計 421 〃

評価性引当額 △66 〃

繰延税金資産（流動資産）計 355 〃
繰延税金資産（固定資産）
退職給付引当金繰入限度超過額 1,318 百万円
土地売却未実現利益 143 〃 繰延税金負債（流動負債） 
役員退職慰労引当金 58 〃 未収事業税 △11 〃
その他 44 〃 繰延税金負債（流動負債）計 △11 〃
　小計 1,564 〃 繰延税金資産（流動資産）純額 343 〃
評価性引当額 △96 〃

繰延税金資産（固定資産）計 1,467 〃
繰延税金資産（固定資産）
退職給付引当金繰入限度超過額 1,286 百万円

繰延税金負債（固定負債） 土地売却未実現利益 143 〃

その他有価証券評価差額金 △337 百万円 役員退職慰労引当金 39 〃

繰延税金負債（固定負債）計 △337 〃 繰越欠損金 134 〃

繰延税金資産（固定資産）純額 1,130 〃 その他 51 〃

（内訳） 小計 1,654 〃

繰延税金資産(固定資産） 1,130 百万円 評価性引当額 △94 〃

繰延税金負債(固定負債） △0 〃 繰延税金資産（固定資産）計 1,559 〃

繰延税金負債（固定負債）
その他有価証券評価差額金 △24 百万円
繰延税金負債（固定負債）計 △24 〃
繰延税金資産（固定資産）純額 1,535 〃
（内訳）
繰延税金資産(固定資産） 1,535 百万円
繰延税金負債(固定負債） △0 〃

2 2

（％）
法定実効税率 40.44   税金等調整前当期純損失を計上しているため、
（調整） 注記を省略しております。
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.84
住民税均等割 1.56
試験研究費税額控除 △4.60
連結子会社の税率差異 △0.98
評価性引当額 △1.06
その他 △0.02
税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.18

  繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な
原因別の内訳

  繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な
原因別の内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の
負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の
負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）
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 ≪訂正後≫
（税効果会計関係）

1 1

繰延税金資産（流動資産） 繰延税金資産（流動資産）
賞与引当金繰入限度超過額 146 百万円 賞与引当金繰入限度超過額 68 百万円

たな卸資産評価損 52 〃 たな卸資産評価損 277 〃

未払事業税 13 〃 未払事業税 5 〃
その他 44 〃 その他 24 〃

繰延税金資産（流動資産）計 256 〃 小計 375 〃

評価性引当額 △19 〃

繰延税金資産（流動資産）計 355 〃
繰延税金資産（固定資産）
退職給付引当金繰入限度超過額 1,318 百万円
土地売却未実現利益 143 〃 繰延税金負債（流動負債） 
役員退職慰労引当金 58 〃 未収事業税 △11 〃
その他 44 〃 繰延税金負債（流動負債）計 △11 〃
　小計 1,564 〃 繰延税金資産（流動資産）純額 343 〃
評価性引当額 △96 〃

繰延税金資産（固定資産）計 1,467 〃
繰延税金資産（固定資産）
退職給付引当金繰入限度超過額 1,286 百万円

繰延税金負債（固定負債） 土地売却未実現利益 143 〃

その他有価証券評価差額金 △337 百万円 役員退職慰労引当金 43 〃

繰延税金負債（固定負債）計 △337 〃 繰越欠損金 113 〃

繰延税金資産（固定資産）純額 1,130 〃 その他 60 〃

（内訳） 小計 1,646 〃

繰延税金資産(固定資産） 1,130 百万円 評価性引当額 △86 〃

繰延税金負債(固定負債） △0 〃 繰延税金資産（固定資産）計 1,559 〃

繰延税金負債（固定負債）
その他有価証券評価差額金 △24 百万円
繰延税金負債（固定負債）計 △24 〃
繰延税金資産（固定資産）純額 1,535 〃
（内訳）
繰延税金資産(固定資産） 1,535 百万円
繰延税金負債(固定負債） △0 〃

2 2

（％）
法定実効税率 40.44   税金等調整前当期純損失を計上しているため、
（調整） 注記を省略しております。
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.84
住民税均等割 1.56
試験研究費税額控除 △4.60
連結子会社の税率差異 △0.98
評価性引当額 △1.06
その他 △0.02
税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.18

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

当連結会計年度
（平成21年３月31日）

  繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な
原因別の内訳

  繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な
原因別の内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の
負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の
負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
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【訂正箇所（2）48ページ】
 ≪訂正前≫
（損益計算書関係）

※1 ※1

従業員給料手当 873 百万円 従業員給料手当 919 百万円
賞与引当金繰入額 65 〃 賞与引当金繰入額 31 〃
役員退職慰労引当金繰入額 26 〃 役員退職慰労引当金繰入額 8 〃
退職給付費用 95 〃 退職給付費用 96 〃
運賃 1,418 〃 運賃 1,283 〃
減価償却費 9 〃 減価償却費 13 〃
研究開発費 614 〃 研究開発費 621 〃
内：賞与引当金繰入額 33 〃 内：賞与引当金繰入額 17 〃
退職給付費用 26 〃 退職給付費用 30 〃
減価償却費 53 〃 減価償却費 61 〃

≪省略≫ ≪省略≫

  販売費及び一般管理費の主要な費目及び金
額は次のとおりであります。

  販売費及び一般管理費の主要な費目及び金
額は次のとおりであります。

　なお、販売費及び一般管理費のうち販売費
の割合は約61％であります。

  なお、販売費及び一般管理費のうち販売費
の割合は約61％であります。

前事業年度

    至　平成20年３月31日）

当事業年度

    至　平成21年３月31日）
（自　平成19年４月 １日 （自　平成20年４月 １日
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 ≪訂正後≫
（損益計算書関係）

※1 ※1

従業員給料手当 873 百万円 従業員給料手当 822 百万円
賞与引当金繰入額 65 〃 賞与引当金繰入額 31 〃
役員退職慰労引当金繰入額 26 〃 役員退職慰労引当金繰入額 8 〃
退職給付費用 95 〃 退職給付費用 96 〃
運賃 1,418 〃 運賃 1,283 〃
減価償却費 9 〃 減価償却費 13 〃
研究開発費 614 〃 研究開発費 621 〃
内：賞与引当金繰入額 33 〃 内：賞与引当金繰入額 17 〃
退職給付費用 26 〃 退職給付費用 30 〃
減価償却費 53 〃 減価償却費 61 〃

≪省略≫ ≪省略≫

前事業年度

    至　平成20年３月31日）

当事業年度

    至　平成21年３月31日）
（自　平成19年４月 １日 （自　平成20年４月 １日

  販売費及び一般管理費の主要な費目及び金
額は次のとおりであります。

  販売費及び一般管理費の主要な費目及び金
額は次のとおりであります。

　なお、販売費及び一般管理費のうち販売費
の割合は約61％であります。

  なお、販売費及び一般管理費のうち販売費
の割合は約61％であります。
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